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資料１ 

 

｢福井県こども・子育て応援会議｣ 設置要綱 

 

（目的） 

第１条 福井県子ども・子育て支援計画（令和２年３月）を改定し、こども基本法（令和

４年法律第７７号）第１０条に基づく都道府県こども計画と一体的な計画(以下、｢福

井県こども計画」という。)として策定するに当たり、各分野の意見・提言を反映させ

るため、「福井県こども・子育て応援会議」 (以下、｢本会議」という。)を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 本会議は、次に掲げる事項を協議する。 

（１）福井県こども計画に関する意見・提言 

（２）福井県こども計画に関する調査･研究 

（３）その他、福井県こども計画の意見･提言に関し必要な事項 

 

（組織） 

第３条 会議は、学識経験を有する者、児童福祉や子育て支援関係者、教育関係者、その

他必要と認められる者 １５人以内（以下、「委員」という。）で構成する。 

２ 委員の任期は、本要綱施行の日から令和１２年３月３１日までとする。  

３ 本会議には、委員の互選により委員長を置く。 

４ 委員長は、本会議を総括し、進行にあたる。 

５ 委員長に事故があるとき、または欠けたときは、あらかじめ委員長が指名した者がそ

の職を代理する。 

６ 本会議にはアドバイザーとして学識経験者を置く。 

 

（会議） 

第４条 本会議は、福井県健康福祉部こども未来課長が招集する。 

２ 健康福祉部こども未来課長は、必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求めるこ

とができる。 

３ 健康福祉部こども未来課長は、本会議のほか、実務経験者などで構成する分科会を開

催することができる。 

 

（事務局） 

第５条 本会議の事務局は、福井県健康福祉部こども未来課が所掌する。 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年６月１２日から施行する。 
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今後の福井県におけるこども・子育て施策
の方向性の提言

令和5年度実施「福井県子育て意識調査」

茂木良平

12 June 2024

@福井県こども・子育て応援会議

資料２
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自己紹介

人口学者/少子化研究

少子化、交際、健康・ウェルビーング、EBPM

学歴

明治大学修士課程 → バルセロナ自治大学 博士課程

職歴

2024- ポンペウファブラ大学 研究員

2023- 南デンマーク大学 助教

2022-2023 南デンマーク大学 研究員

2021-2022 オックスフォード大学 研究員

2020-2021 バルセロナ自治大学 研究員
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少子化はなぜ解決すべき課題なのか？

＝希望するライフコースを歩めない人が増えているから

• 18～35歳の未婚者のうち84％は結婚を希望

• 理想子ども数は約2人。合計特殊出生率が1.26ということは、理想子ども数を実
現できていない人が多いことを意味

❖ 希望していたのに、実現できなかった人が多い社会は、うっぷんが溜まっていそ
う、、孤独、独居、ウェルビーングの低さにつながる

❖ 子育てを経験していない人が増えると、子育ての大変さが理解されにくくなる。
働きづらさ、苦情などにつながる

また国・社会全体では、出生数減にともない、労働力の減少、現行の社会保障制度
の維持が困難、過疎化によりサービスが行き届かない地域が増えるなどの問題も。

→しかし、多くは「少子化」ではなく「人口減少」によって起こる課題。分けて考
えるべき。
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1．調査の概要
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調査の概要

目的

• 福井県が抱えている少子化の現状を詳細に知り、今後の政策ニーズを考察し、現
在の政策の見直しや施策提言に繋げる。

• また、合計特殊出生率が全国値に比べて高い2つの県（島根県、宮崎県）や低い
2つの県（秋田県、奈良県）と比較することにより、福井県の独自性や相違点を
把握する。

対象：令和5年11月1日現在、20～49歳の男女

対象人数

• 福井県在住 4,000人（有効回答数 1,606人；40％）

• 秋田県在住 750人 （有効回答数 203人；45％）

• 奈良県在住 750人 （有効回答数 171人；38％）

• 島根県在住 750人 （有効回答数 198人；26％）

• 宮崎県在住 750人 （有効回答数 160人；21％）
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調査の概要

質問数

• 全51問

• 「結婚」「子どもや子育て」「家事育児」「子育てにかかわる環境・施策」につ
いて質問

調査票作成・分析担当

• 山口慎太郎（東京大学）

• 茂木良平（ポンペウ・ファブラ大学、南デンマーク大学）
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2．主な調査結果
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施策立案や次のアクションにつながる３つの結果

1. 今後、少子化対策において鍵になりそうな人口集団

2. 施策の認知度は低いが、満足度は高い

3. 家庭内のジェンダー平等が低い。男性の家事育児を妨げて
いるのは、労働環境やジェンダー教育
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2.1 少子化対策の人口集団
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短期的には

現在子どもを既に持っており、「もう1人子どもを持ちたいと考えている」方
問12 今後3年以内に子どもを持ちたいと考えているか
（すでにお子さんがいる方はもう1人持ちたいと考えているか）【全員回答】
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長期的には

結婚意欲のある未婚者（ただし、7割は交際相手がいない）
問7 今後結婚する意欲があるか【結婚したことがない、または配偶者がいない人のみ回答】
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2.2 福井県の独自施策の認知度と満足度
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施策の認知度は低いが満足度は高い

14の独自施策のうち、認知度が5割を超えているのは、3つのみ
問29 福井県が独自に実施している子育て支援策の認知度
【福井県内の調査のうち、問3で配偶者がいるまたは問4で子どもがいると回答した人のみ】
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施策の認知度は低いが満足度は高い

しかし、全ての施策で満足度の平均値は約6以上
問29 福井県が独自に実施している子育て支援策の制度に対する評価
【福井県内の調査のうち、問3で配偶者がいるまたは問4で子どもがいると回答した人のみ】
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居住している地域の行政に満足していない人は、、

居住している地域の行政に満足していない方も知らないだけかも？

問19 居住している地域（県全体）の行政による子育て支援に満足しているか
【問3で配偶者あり、または問4で子どもがいると答えた人のみ回答】

問22 満足していないと回答した理由
【問19で「あまり満足していない」「全く満足していない」と回答した方のみ】
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政策の正しい知識→結婚意欲アップ

Gong, S. & Wang, S. (2021). Family policy awareness and marital
intentions: A national survey experimental study. Demography, 59(1): 247-
266.

日本の17ある家族手当の情報を詳細に提示したグループとそうでないグループに分
けて、家族手当に関する情報が結婚意欲にどう影響するかを分析

• 被験者は17つの家族手当のうち、5つ以下しか知らなかったケースは83％。

• これらの家族手当の情報を提示したことによって、提示されたグループの結婚意
欲は上昇した（介入群のうち、強い結婚意欲を持つと答えた人は、非介入群の
1.25倍）。
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2.3 家庭内ジェンダー平等
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労働環境、ジェンダー教育→家事育児分担

労働環境

ジェンダー教育

家事育児分担 追加出生

交際・結婚
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理想は5:5だが、実際は女性に負担が偏る

5割以上の人が平等な家事育児分担を理想としている。実際は、女性の方
が負担が多いケースが8割以上。5:5を実現できているケースは10％ほど。

理想 実際
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職場の理解とジェンダー教育が重要

職場の理解とジェンダー教育は相互関係にある。企業、教育の協力が必要

問18 理想の家事育児の関わり具合を実現するために必要だと思うこと
【問16、17で父親の実際の関わり具合が理想の関わり具合より低い方のみ回答】
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職場の理解とジェンダー教育が重要

問14 理想とする子どもの数を実現するために必要だと思うこと（1位）【全員回答】
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総括

1. 今後、少子化対策において鍵になりそうな人口集団

• 短期的には、現在子どもを既に持っており、「もう1人子どもを持ちたいと考え
ている」方

• 長期的には、結婚意欲のある未婚者（ただし、7割は交際相手がいない）

2. 施策の認知度を上げることで、施策に満足してくれる人口
が増える。福井県のPRにも繋がる

3. 労働環境を是正し、ジェンダー教育を推進することで家庭
内の家事育児分担が改善。夫婦のウェルビーング向上だけ
でなく、出生率アップにも

-23-



１ 策定根拠および計画の位置付け

・子ども・子育て支援法第62条に基づく都道府県子ども・子育て支援事業支援計画
・次世代育成対策推進法第９条第１項に基づく都道府県行動計画
・子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条に基づく都道府県子どもの貧困対策計画
・母子保健計画策定指針に基づく都道府県母子保健計画

２ 計画期間 令和２年度～令和６年度（５年間）
（参考） 平成 ８年度～平成１２年度 ふくいっ子エンゼルプラン

平成１３年度～平成１７年度 第二次ふくいっ子エンゼルプラン
平成１７年度～平成２１年度 福井県元気な子ども・子育て応援計画
平成２２年度～平成２６年度 第二次福井県元気な子ども・子育て応援計画
平成２７年度～平成３１年度 第三次福井県元気な子ども・子育て応援計画

３ 計画の方向性

＜基本理念＞
結婚・出産を希望する人や、子育てをするすべての人が、ライフステージに応じた

十分な支援を受け、希望を叶えることができる社会の実現

＜施策の柱＞
①新たな出会いの創出
・若い世代が求める「自然な出会い」の環境づくりと、新時代のニーズに合った出会い
をサポート

②家庭での子育てを応援
・２人っ子や家庭での子育てを支援、高齢者による子育て応援など子育てにやさしい
社会づくり

③働きながらの子育てを応援
・仕事と妊娠・出産、子育てが両立できる職場環境づくりを支援
・必要な人が必要な時に保育所等を利用することができる受け皿整備

④子ども家庭福祉の向上
・すべての子どもたちが希望をもって成長していけるための支援の充実

《福井県子ども・子育て支援計画（Ｒ２～Ｒ６年度）の概要》

［重要プロジェクト］
（１）マッチングシステムの導入による新たな出会いの創出

・マッチングシステムの導入 ・オールふくい体制による婚活サポートセンターの設置

（２）子だくさんふくいプロジェクト
・２人目からの経済的支援 ・３歳未満児の在宅育児を応援 ・保育の受け皿の強化

（３）子育てにやさしい社会づくり
・シニア等による子育て支援を促進 ・父親の家事・育児応援 ・企業の両立支援促進

（４）子どもを持つことを希望する夫婦を応援
・不妊治療支援 ・企業による不妊治療との両立支援促進 ・不妊治療体制の充実 等

Ⅰ. （福井県子ども・子育て支援計画）の概要・進捗

【資料３】

（１）「福井県子ども・子育て支援計画」の進捗状況
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目標項目 H30
実 績 目標

(R6)R1 R2 R3 R4 R5 R6

県・市町の結婚応援事業
をきっかけとする婚姻件数

163件 169件 113件 110件 135件 109件 200件

マッチングシステム登録
会員数

―
(R2～)

― 642人 1,181人 1,359人 1,056人 1,000人

ふくい結婚応援企業登録
企業数

316社 371社 383社 399社 403社 410社 500社

県・市町の結婚応援事業に
よる若者の交流人数

8,628
人

8,839人 1,334人 1,367人 2,337人 7,658人 12,000人

４ 計画の目標および進捗状況
（１）新たな出会いの創出

目標項目 H30
実 績 目標

(R6)R1 R2 R3 R4 R5 R6

合計特殊出生率 1.67 1.56 1.56 1.57 1.50 1.46 1.74

地域の子育てを応援する
高齢者やシニア世代の
養成数（累計）

―
(R2～)

― 234人 591人 880人 1,494人 2,000人

子ども家庭総合支援
拠点設置市町数

5市町
(R1) 

5市町 6市町 12市町 16市町 16市町
17市町

(R4) 

（２）家族での子育てを応援

目標項目 H30
実 績 目標

(R6)R1 R2 R3 R4 R5 R6

父親の育児休業取得率 5.5％ 6.4％ 9.2％ 12.9％ 20.3% 31.4% 10％

保育所等の待機児童 10人
(H30.4)

10人
(H31.4)

0人
(R2.4)

0人
(R3.4)

0人
(R4.4)

0人
(R5.4)

待機児童
ゼロ(R2～)

福井県保育人材センター
による保育士就職者数
（累計）

―
(R1～)

9人 47人 86人 136人 199人 150人

（３）働きながらの子育てを応援

目標項目 H30
実 績 目標

(R6)R1 R2 R3 R4 R5 R6

様々な世代が子育てに参加し、
子どもが安心して過ごすことが
できる地域の居場所数

70箇所 88箇所 101箇所 102箇所 104箇所 121箇所 120箇所

里親委託率 17.0％ 16.0％ 17.8％ 20.6％ 21.7% 22.9% 23.0％

（４）子ども家庭福祉の向上
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◆ 市町こども家庭センター

児童福祉法の一部改正により「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠

点」の組織を見直し、母子保健・児童福祉の両機能が一体的に相談支援を行う「こども家庭

センター」の設置・運営を支援

〈令和６年４月現在〉 こども家庭センター：１３市町設置

◆ 気がかりな妊婦・親子を支援するための連携システム（平成29年度～）

養育支援を必要とする家庭の早期発見と適切な支援開始のため、産科医療機関と市町で共

通の連絡票による情報共有体制を整備（平成29年7月から全県下で運用開始）

◆ 育児不安解消サポート事業（平成17年度～）

育児不安やストレスを抱える保護者を対象に、健康福祉センター等で精神科医、心理職、

保健師等によるグループワークや個別面談を実施し、育児不安を解消する場を提供するとと

もに、児童虐待を未然に防止

◆ 不妊治療費用への助成（平成16年度～）

子どもを持つことを望む夫婦の経済的負担を軽減し、治療を受けやすくするため、不妊検

査や一般不妊治療、特定不妊治療（体外受精、顕微授精）の費用の一部を助成

・特定不妊治療費助成（男性不妊治療を含む）

対象者 妻が42歳以下、事実婚も対象

助成額 ①保険適用となる特定不妊治療（先進医療を組み合わせる場合を含む）

「自己負担額－６万円」と「自己負担額×１／２」のうち高い方の額

②保険適用の回数が終了した後の特定不妊治療

または国で審議中の技術と組み合わせて実施する特定不妊治療

「自己負担額－６万円」と「自己負担額×１７／２０」のうち

高い方の金額

・不妊検査・一般不妊治療費助成（平成30年度～）

対象者 検査開始時に妻が42歳以下、事実婚も対象

助成上限額 自己負担額の１／２（上限3.5万円）

H30 R元 R2 R3 R4 R5

助成実績(件)

特定不妊治療 1,236 1,387 1,241 1,539 851 1,296

男性不妊治療 7 11 3 13 9 3

検査・一般不妊治療 29 73 88 137 115 144

《妊娠・出産・育児の切れ目ない支援》

H30 R元 R2 R3 R4 R5
実施回数 74回 79回 63回 65回 59回 65回
延参加者数 674人 610人 273人 361人 226人 439人

H30 R元 R2 R3 R4 R5
発信件数（情報提供・支援依頼） 416 472 504 546 492 606
返信件数（支援状況報告） 314 360 364 405 346 412

Ⅱ. 個別施策における進捗
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◆ 「ふく育」応援事業（令和3年10月～）

企業・行政が連携し、社会全体で子どもや子育て世帯を応援
・「ふく育」応援団 【実績】R3 ：1,533店舗 R4 ：1,830店舗 R5：2,059店舗

企業や店舗が子育て世帯応援の取組を宣言して「ふく育」応援団として登録
取組：優待・割引サービス、外出応援サポート、従業員の子育て応援

・ふく育パスポート 【実績】 R3：41,540件 R4：62,427件 R5：70,253件
一般パスポート：１８歳未満の子ども・妊婦がいる世帯
プレミアムパスポート：子どもが３人以上・多胎児がいる世帯

・ふく育ポータルサイト
妊娠・出産・子育てに関する情報を一元的に発信する専用サイト

◆ 子どもの遊び場整備事業（令和4年度～）

天候にかかわらず子どもたちが安心して遊ぶことができる遊び場を充実するため、全天
候型の子どもの遊び場整備を支援（市町補助）

・実施主体 市町

・補助率 １０／１０ 上限１億円

◆ ベビサポトイレ整備事業（令和4年度～）

父親が子育てしやすい環境づくりを進めるため、民間施設や公共施設における

男性トイレへのおむつ交換台、ベビーチェア等の整備を支援

・実施主体 「ふく育応援団」企業

・補助率 ３／４（上限150万円） 【実績】 Ｒ４年度：２４か所、Ｒ５年度：１６か所

◆ 「ふく育県」ブランド力推進事業（令和4年度～）

「ふく育県」のイメージ定着や子育てに対するポジティブな価値観を醸成するとともに、

子育てしやすい職場環境の整備・雰囲気づくりを促進

◆ おむつ持ち帰りゼロ支援事業（令和5年度～）

保育所等において、保護者が使用済おむつを持ち帰らなくてすむよう、保育所等で処分す

るために必要な経費を支援 おむつ持ち帰りを廃止している施設 287施設/293施設（98％）

◆ 「ふく育さん」派遣事業（令和5年度～）

ふくい家事・育児サポーター「ふく育さん」を募集・育成し、県内全域に派遣する体制
を整備

◆ 「ふく育タクシー」事業（令和5年度～）

タクシー事業者に対し、妊婦や子育て世帯の外出をサポートする「ふく育タクシー」

の運行を支援し、子育て世帯の負担を軽減

◆ ふく育サービスプラットフォーム構築・運営事業（令和６年度～）

家事育児サポーター「ふく育さん」の派遣と、子育て世帯の様々な外出をサポートする
「ふく育タクシー」の手配を一元的に受け付ける窓口を設置するとともに、両サービスの
お試しキャンペーン等を通じてサービスの利便性向上を図り、子育て世帯の利用を促進

《地域社会全体で子育てを応援》
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◆ 子だくさんふくいプロジェクト（令和2年度～）

子育て世代の経済的負担を軽減するため、保育料等無償化の対象を世帯の収入に応

じ第２子に拡大するとともに、在宅で育児する世帯への手当を創設（市町補助）

◆ 高等学校等就学支援事業（令和2年度～）

国の就学支援金制度に加え、県独自に年収９１０万円未満世帯まで授業料を無償化

◆ 子ども医療費助成事業（昭和48年度～）

子どもの疾病の早期発見・早期治療の促進と、子育て世帯の経済的負担を軽減する

ため子ども医療費を助成（市町補助）

・対象年齢 中学３年生まで（所得制限なし） ※～R2.8：小学3年生まで

・自己負担金 未就学児：なし

小学生以上：通院500円/月、入院500円/日(月4,000円上限)

・給付方法 現物給付（自己負担金を除き窓口無料化）

・対象児童数（R5） 89,943人

◆ 出産・子育て応援事業（令和4年度～）

伴走型支援を実施した市町における経済的支援の実施（妊娠届出時および出産・

産後に各５万円相当の支援）

◆ すみずみ子育てサポート（平成16年度～）

保護者が通院や学校行事への参加など一時的に子育てへの手助けが必要なとき、地
域のＮＰＯやシルバー人材センターなどが子育てひろばやスーパーに併設した施設な
ど身近な場所において一時預かりなどのサポートを実施（市町補助）

・利用料金700円／時間（標準利用料）のうち半額350円を助成（県1/2、市町1/2）

R6.3末 32事業所登録

《事業別概要》

対象 内 容

在宅育児応援手当【0～2歳児】 第２子以降
在宅で育児する世帯に手当支給（１万円/月）
・世帯年収360万円未満
（R6.9月から所得制限なし）

保育料無償化 【0～2歳児】
第２子

保育料の無償化
・R2.9月～ 年収360万円未満世帯
・R4.9月～ 年収640万円未満世帯
（R6.9月から所得制限なし）

第３子以降 ・所得制限なし

副食費補助 【3～5歳児】 第３子以降
保育所等入所児童の副食材料費補助
・所得制限なし （4,500円/月上限）

その他サービス無償化
【未就学児】

第２子
・R2.9月～ 一時預かり、すみずみ子育てサポート、

病児・病後児保育の利用料無償化
・所得制限なし

★多胎育児サポート事業
・R3.4月～ 1人目のお子さんが多胎児の場合、

１人目の利用料無償化

第３子以降

《子育て世帯への経済的支援》
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◆ ライフプランサポート企業促進奨励金（令和2年度～）

・不妊治療休暇取得奨励金（全企業対象）
要件 不妊治療のために取得できる休暇制度（有給・３日以上）を規定し、

従業員が半日以上の不妊治療のための休暇を取得
支給額 １社あたり最大１０万円（５千円/半日、１万円/日）

・育児短時間勤務環境整備奨励金（100人未満企業対象）
要件 子どもが小学校３年生まで取得できる育児短時間勤務を規定し、

従業員が子どもが３歳以降に６カ月以上の短時間勤務を実施
支給額 １社あたり２０万円

《両立しやすい職場環境づくり》

◆ 男性育休促進企業奨励金（令和5年度～）

男性従業員が連続５日以上または通算１５日以上の育児休業を取得した企業に最大６０２

万円の奨励金を支給し、男性の育児休業が当たり前の社会づくりを促進（R6.4に制度拡充）

①育休スタート奨励金 ３０万円（過去２年に取得実績がない場合に限り）

②育休応援奨励金 １５日あたり１０万円

（代替人員を確保した場合は３万円を加算、部下をもつ上司が取得した場合は３万円を加算）

③同僚への応援手当奨励金 １５日あたり最大５万円

④育休取得者への手当奨励金 １５日あたり最大５万円

⑤長期(90日以上)の育休取得奨励金 ３０万円
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◆幼児教育・保育の受け皿整備

共働き率の高い本県において、必要な人が安心して子どもを預けることができるよう、

市町の計画に基づき、認定こども園、保育所、幼稚園等の整備および運営を支援（市町等

補助）

◆放課後子どもクラブの充実

希望するすべての児童が、安全・安心に過ごし、多様な体験活動を行うことができるよ

う「放課後児童クラブ」と「放課後子ども教室」の運営を支援（市町補助）

◆多様な保育サービスの充実

保護者の就労形態に対応し、保育時間の延長や、病気療養中の子どもの病院等での一時

預かりなど、多様な保育サービスの提供を支援（市町補助）

・延長保育 通常の保育時間を超えて保育を実施

・休日保育 日曜日、祝日等の保育を実施

・病児・病後児保育 子どもの発熱等により保育所に預けられない子どもを保育

・一時預かり 家庭での保育が一時的に困難になった乳幼児を預かり保育

H30 R元 R2 R3 R4 R5

実
施
箇
所
数

延長保育 286 289 289 292 296 集計中

休日保育 12 12 12 10 10 集計中

病児・病後児保育 21 22 22 22 22 24

病児 16 18 18 18 19 18

病後児 21 22 22 22 22 24

一時預かり 322 341 334 337 303 306

H30 R元 R2 R3 R4 R5

放課後児童クラブ箇所数 253 255 260 254 254 256

登録児童数（人） 11,201 11,979 11,543 11,250 11,476 11,123

放課後子ども教室箇所数 140 140 136 134 134 133

《保育等の受け皿整備》

H30 R元 R2 R3 R4 R5

施設数
（箇所）

幼保連携型認定こども園 103 117 128 137 148 149

保育所型認定こども園 2 3 3 3 2 2

幼稚園型認定こども園 2 3 2 2 2 2

保育所 175 160 150 143 137 134

幼稚園 56 49 44 38 35 33

地域型保育事業所 7 8 8 9 9 10

計 345 340 335 332 333 330

定員数
（人）

保育（２号・３号認定） 28,273 28,548 28,399 28,501 28,669 28,520

教育（１号認定） 8,402 7,871 7,614 7,042 6,687 6,639

計 36,675 36,419 36,013 35,543 35,356 35,139

利用児童数
[4.1現在]

（人）

保育（２号・３号認定） 25,031 25,070 24,845 24,610 23,944 23,435

教育（１号認定） 3,474 3,226 2,836 2,545 2,251 2,148

計 28,505 28,296 27,681 27,155 26,195 26,195
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● 保育人材の確保対策

保育人材を安定的に確保し保育の受け皿を強化するため、新たな保育士の確保、潜

在保育士の掘り起こし、現職保育士の離職防止を一体的に実施

◆保育人材センターの設置運営（令和元年10月～）

就労支援コーディネーターを配置し、潜在保育士からの就職相談やマッチング、保
育所や現職保育士からの相談対応等を実施（R5は嶺南地域にも窓口を設置し、コー
ディネーターを配置）

◆保育士修学資金貸付事業（平成28年度～）
指定保育士養成施設在学者への修学資金貸付：月５万円以内（５年間従事で返還免除）

◆保育士就職準備金貸付事業（平成28年度～）
潜在保育士の就職準備に要する費用を貸付：４０万円以内（２年間従事で返還免除）

◆保育士等キャリアアップ研修（平成30年度～）

リーダー等の職務内容に応じた専門性向上のための分野別研修を実施

◆子育て支援員研修（平成28年度～）

子育て支援分野の事業に従事するために必要な知識や技術を習得するための

研修を実施

◆保育士お仕事サポート事業（令和元年度～）

保育士の業務負担軽減のため保育補助者や周辺業務支援者の雇上費用を支援

◆保育士等トライアル就労応援事業（令和４年度～）

非正規雇用等を望む潜在保育士等の就職を支援（市町補助）

R4実績：5市町 16施設(36人) 実施

R元 R2 R3 R4 R5

貸付決定件数
修学資金貸付 10 10 19 19 18

就職準備金貸付 4 4 4 1 3

R元 R2 R3 R4 R5

人材バンク新規登録者数 132 114 81 97 56

就職者数 9 38 39 50 63

相談件数 184 1,109 1,251 1,464 1,419

R元 R2 R3 R4 R5

修了者数
地域保育コース 43 51 58 110 105

地域子育て支援コース 10 13 18 10 7

R元 R2 R3 R4 R5

コース数 21 14 14 16 15

修了者数 1,483 1,029 1,378 1,378 1,003

R元 R2 R3 R4 R5

保育補助者
施設数 8 14 25 24 34

配置人数 10 28 43 42 62

保育周辺業務支援者
施設数 30 36 22 27 44

配置人数 34 48 26 35 63
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◆保育所・認定こども園、幼稚園相談対応事業（令和5年～）
法的な問題について保育所等が相談できる体制を整備し、トラブルの未然防止や早期解決

を促進し、保育現場の質の向上と負担軽減を図る。

◆低年齢児保育充実促進事業（平成13年～（令和5年拡充））

０歳児、１・２歳児担当保育士を配置基準を超えて配置する場合の人件費を支援。
※R5単価アップ 5,600円/人日⇒9,000円/人日

◆保育の職場づくり総合対策事業（福井県保育の現場魅力向上対策パッケージ）（令和5年～）

現役の保育士等や将来に保育士等を目指す者にとって魅力のある保育現場・職場づくりを
推進することで、保育士等が生涯働けることができる環境を整備し、安定的な保育人材の確
保を図る。
①住宅手当

採用から７年目までの保育士等を対象に、住宅を借り上げている場合の住宅手当相当分
を補助。

補助基準：１人あたり月４０，０００円
補 助 率：県１／２、市町１／２（私立幼稚園は県１０／１０）

新安心プラン対象市町 国１／２、県１／４、市町１／４
対 象 ：私立保育所、私立認定こども園、私立幼稚園

②子育て世帯支援手当

小学校３年生までの子を持つ保育士等をフォローする体制を整備する場合、奨励金を
給付する。

給付基準： 子育て世帯４人未満…年額３００千円
子育て世帯４人～６人未満…年額４００千円
子育て世帯６人以上…年額５００千円

補 助 率： 県１／２、市町１／２（私立幼稚園は県１０／１０）
対 象： 私立保育所、私立認定こども園、私立幼稚園

③保育士等お仕事サポート事業の拡充

保育士等の業務を補助する「保育補助者」、保育周辺業務を行う「保育支援者」に
ついて、国庫補助事業の基準以上に配置した場合の経費を支援する。
補助基準： 保育補助者 １人あたり年額２，３０９千円

保育支援者 １人あたり月額１４５千円
補 助 率： 保育補助者 県１／２、市町１／２

（国の制度が活用できる場合は国の補助率）（私立幼稚園は１０／１０）
保育支援者 国１／２、県１／４、市町１／４

対 象 ： 私立保育所、私立認定こども園、私立幼稚園

④保育士等転入奨励（県外からの学生、新任保育士確保）

新卒等で県内の私立保育所等に常勤で就職した県外居住者（UIターン）に対し、移住支
援金を支給（３年以上の就職が要件）。
支援金額： １人あたり３００千円
補 助 率： 県１／２、市町１／２（私立幼稚園は県１０／１０）
対 象： 私立保育所、私立認定こども園、私立幼稚園

⑤保育士等のメンタルケア

保育所等が精神科医師や臨床心理士を招聘し、個々の保育士等の相談対応や勤務環境
づくりの助言をもらう取組に対する支援を実施。
支援金額：１回あたり５０千円
補 助 率：県１０／１０
対 象：私立保育所、私立認定こども園、私立幼稚園
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（２）福井県こども計画（仮称）の策定について

【資料４】
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福井県こども計画（仮称）
１ 概 要

令和２年３月に策定した「福井県子ども・子育て支援計画」の改定にあたり、こども基本法（R5.4施行）、
こども大綱（R5.12閣議決定）に基づく新たな要素（こども・若者の意見表明と社会参画の機会確保、等）を追加し、
「福井県こども計画(仮称)」として、令和６年度末に公表

２ 計画期間 令和７年度～令和１１年度（５か年）

３ 計画の位置づけ 今回こども計画として一体化する範囲 従来の子ども・子育て支援計画の範囲

法令根拠 国の大綱・指針等 主な要素 現行 改定後

こども基本法 第１０条
（都道府県こども計画）

こども大綱
・こどもの権利・利益擁護
・こどもの意見反映

―

子ども・若者育成支援推進法 第９条
（都道府県子ども・若者計画）

こども大綱と一体化
（旧:子供・若者育成支援推進大綱）

・子供・若者の健全育成

（安全確保・非行防止等）
・子供・若者の成長応援

福井の青少年

子ども・子育て支援法 第６１条、第６２条
（都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の策定）

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体
制の整備並びに子ども・子育て支援給付並びに地域子
ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業

の円滑な実施を確保するための基本的な指針

・教育・保育給付
・子育て支援体制整備
（支援機関、一時預かり等）

次世代育成支援対策推進法 第８条、第９条
（都道府県行動計画）

次世代育成支援対策推進法に基づく
行動計画策定指針

・結婚支援
・企業の労働条件整備
・仕事と子育ての両立

成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育
医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する
法律第１７条（母子保健を含む成育医療等に関する計画）

成育医療等基本方針に基づく
計画策定指針、評価指標

・母子保健
・医療、保健、教育、福祉等

の連携体制

子どもの貧困対策の推進に関する法律 第９
条（都道府県計画）

こども大綱と一体化
（旧:子供の貧困対策に関する大綱）

・修学支援、生活支援
・支援体制整備

国の法令・大綱等 福井県の計画

福井県こども計画
（仮称）

福井県子ども・子育て
支援計画
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専門分野 会議委員 分科会委員（一部調整中）

委員長 学識経験者 仁愛大学 人間生活学部 子ども教育学科 教授 石川 昭義 ―

こども応援分科会
※１２名程度

＜検討テーマ案＞
① 幸せ実感
② 安全・安心
③ 教育

幼児教育 福井県私立幼稚園・認定こども園協会 会長 徳本 達之
（学校教育）

小学校長会 竹内恵美子(啓蒙小学校)
中学校長会 牧田菊子(清水中学校)
高校校長会 竹内英俊(武生高校)

（社会的養護)
白梅学園施設長 塩野宏

（医療的ケア児支援）
はぁもにぃ施設長 田邊みちよ

（ひとり親家庭支援）
やまりす代表 敷田万里子

幼児教育 福井県民間保育連盟 会長 玉前 晃

学校教育 福井大学大学院 教授 中森 一郎

児童福祉 福井県済生会乳児院 院長 橋本 幸代

こどもの貧困 越前市「みんなの食堂」実行委員会 代表 野尻 富美

障がい児 平谷こども発達クリニック 院長 平谷 美智夫

青少年育成 公益財団法人 青少年育成福井県民会議 会長 田村 洋子

子育て応援分科会
※１２名程度

＜検討テーマ案＞
① 経済的支援
② 地域全体で応援
③ 両立支援

子育て支援 ＮＰＯ法人 わくわくくらぶ 理事長 芝 美代子
（子育て支援）
PuReMa代表 奥井麻結

（母子保健）
福井県看護協会会長 江守直美

（女性活躍支援）調整中
（企業経営者） 調整中
（労働者代表） 調整中
（保護者代表） 調整中

関係団体 一般社団法人 福井県子ども会育成連合会 会長 改藤 修

保護者代表 ふくい移住サポーター 野尻 知子

両立支援 ＮＰＯ法人 おっとふぁーざー 代表理事 舘 直宏

結婚支援 地域の縁結びさん 大野 三和

産業界 福井県経営者協会 専務理事 山埜 浩嗣

アドバイザー 学識経験者 東京大学大学院経済学研究科教授 山口慎太郎 ―

福井県こども・子育て応援会議 メンバー
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策定プロセス

プロセスに反映

福井県こども・子育て応援会議

（令和６年６月） （令和６年１１月）（令和７年２月）

こども応援分科会
（令和６年７月～１０月）

２～３回程度開催

【検討テーマ案】
①幸せ実感
②安全・安心
③教育

子育て応援分科会
（令和６年７月～１０月）

２～３回程度開催

【検討テーマ案】
①経済的支援
②地域全体で応援
③両立支援

福井県こども計画
（仮称）策定

（令和７年３月）

● ● ●

■こども意見発信隊編成、こどもの意見吸い上げ（こども応援ディレクターと連携）

こども意見発信隊との座談会【第１回】 こども意見発信隊との座談会【第２回】

■ 子育て世帯との意見交換や、ケアリーバー・ヤングケアラーなど当事者からのヒアリング

■こども・若者の意見募集（タブレット端末等から各自回答可能）

■大学との共同研究
【施策効果分析等】

（東京大学・山口教授）

対面式

■県民アンケート
【ニーズ調査】

第１回 第２回 第３回

Web式

パブコメ
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検討の観点

Ⅰ “こども・若者目線”で「ふく育県」をリデザイン

■こどもの安全・安心を確保
— 児童虐待防止、こどもの貧困対策、社会的養護、障がい児等への支援、青少年健全育成、外国のこども 等

■こども・若者の夢や希望を応援
— 幼児教育・保育、学校教育、職業教育、就学支援・就業支援、出会い・結婚応援 等

Ⅱ 子育てを“社会で楽しむ”「ふく育県」へ

■こども・子育ての幸せ実感を実現
— ふく育応援団、遊び場の充実、居場所づくり 等

■地域全体で子育てを応援
— ふく育さん・ふく育タクシー、児童クラブ・一時預かり、母子保健・不妊治療の充実、子育ての担い手確保 等

Ⅲ 「ふく育県」の“質の高さ”を伝える

■当事者目線での情報発信
— ふく育デジタルハンドブック、こども応援ディレクターと連携した情報発信 等

■子育てへのポジティブなイメージづくり
— ふく育県ブランド力発信、ポジティブキャンペーン、ふく育県の聖地化 等
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〇“子育てを社会で”の実現に向け、こどもを取り巻くくらしの質の高さや子育て環境の良さを伝え、
福井での子育てへの希望を県内で共有

○次世代を担うこどもや若者目線の政策強化によりＵ・Ⅰターンが拡大し、県民の“子育て幸福実感”
がさらに向上

目指す姿 イメージ図

福井県民

日本一、子育てを
“社会で楽しむ”県へ

くらしや子育て環境の良さを
県民が共有し、誇りを

もつこと

次世代を担うすべての
こどもや若者が夢や希望を

実現できる社会

福井県民以外

誰もが認める
“ふく育県”へ

「福井の子育てはとにかく
こども目線」の
イメージ浸透

人が人を呼ぶ、波及効果を拡大

県民の子育て幸福実感の向上

Ｕ・Ⅰターンの拡大

長期ビジョン「誰もが主役のふくい」の実現
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〈参考〉データに基づく着眼点１

問 あなたから見て、福井県が実施する「ふく育県」としての子育て施策を評価できますか。

令和５年度県民アンケート

評価していない／無関心層が

約３割

評価レベルの向上
余地あり

令和５年度 福井県長期ビジョンの実現に向けた県民アンケート調査
■ 対 象：県内に居住する満１８歳以上の３，２１９人
■ 回答数：１，５８３人（有効回答率 ４９．１８％）
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〈参考〉データに基づく着眼点２ 令和５年度県民アンケート

特に若い世代において

義務や責任の

比率が高い

問 あなたは、子育てについてどのようなイメージをもっていますか。

若い世代が子育ての楽しさ

を実感できる社会づくり

（環境整備・機運醸成）が重要
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https://forms.office.com/r/mztzK4gBQN

学
が っ

校
こ う

・家
い え

での生
せ い

活
か つ

や、将
しょう

来
ら い

のために 

「こんな助
た す

けがあったらいいな」 

「こんなことに困
こ ま

っている」 

など、みなさんの意
い

見
け ん

をきかせてください。 

みなさんの意
い

見
けん

を、 

これからのこどもや若
わか

者
もの

が 

過
す

ごしやすくなるための 

取
と

り組
く

みにいかしていきます。 

 

こども・若者のみなさんの意
い

見
けん

を聴
き

きます！ 

みなさんの意
い

見
けん

が福
ふく

井
い

を 

    よりよくしていきます！ 

ご応
おう

募
ぼ

はこちらから 

福井県は

【保護者の皆様へ】
福井県では、全てのこどもが将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指しております。こどもの意見を丁寧に聴い
て、今後、「福井県こども計画（仮称）」等の策定にあたっての議論などに活用してまいりますので、ご理解、ご協力をお願いいたします。

福井県こども未来課・教育政策課
TEL：0776-20-0341・0776-20-0668
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kodomo/ikenbos
yuu.html（こども・若者の意見募集）

ふく い けん み らい か きょういくせいさくか

【資料５】
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こども若者からの意見聴取 途中経過報告（R6.6.5時点）

概要
集計期間 R６.５.８ ～ ６.５ 現在も回答フォームは解放中

回答者(人) 1,940人（内訳：小学生 981人、中学生 512人、高校生 317人、大学生他 130人）

意見数(件) 4,146件（内訳：小学生 2,405件、中学生 1,008件、高校生 643件、大学生他 90件）
※無回答、わからないは除く

回答方法 アンケートフォームにより回答

テキストマイニングによる集計（出現頻度順：全体）

【いただいた意見から、一部抜粋】
「商業、娯楽施設・遊び場」に関する意見 ４７１件
・公園が少ない。雨の日無料で遊べる高学年向けの施設がほしい。（小学生）
・学校の友達と放課後に集まって遊べるような施設が欲しいです。（小学生）
・イオンやコストコなどの福井になく全国的にはあるショッピングモールを建ててほしい。（中学生）
・遊べる場所が地方にない。（高校生）
・ショッピングや観光地を増やして、若者にもっと住みたいと思ってもらえるようにすべき。（大学生）

「学校」に関する意見 ２５８件
・家庭で過ごせる時間が増えるといいな。（学校の時間が長い）（小学生）
・他の学校とも総合の学習で交流したい。また他の学校とオンラインですぐつながるようにしたい。（小学生）
・いじめがなくみんなが安心できる学校（中学生）
・学校に通うのに、電車の定期代が高いです、楽に登校できて、親への負担が少ない値段で通学したい。（高校生）

「支援・お金」に関する意見 １２２件
・こどもが多いほど食費が跳ね上がるので支援してほしい。（高校生）
・進学への支援金、交通機関の充実化・安価化など、学生が見聞を広めることのきっかけになると思います。（大学生）

参考

☞ こども計画の議論に向けて
① 寄せられた意見に対し、趣旨に応じたカテゴリ化
② ①を検討・評価し、こども・若者の視点で本県の行政課題等を整理
③ ②の課題等に向けた対応を議論
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福井県のこども・子育てをめぐる現状

全国上位の出生率と少子化の進行

参考

○福井県 R5年
出生数 4,563人
合計特殊出生率 1.46
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総務省：国勢調査、福井県：福井県の推計人口、厚生労働省：人口動態

○S50年
婚姻件数 5,775件
離婚件数 719件

本県の人口・婚姻件数・離婚件数の推移

○R5年
婚姻件数 2,620件
離婚件数 942件

福井県のこども・子育てをめぐる現状
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福井県の未婚化および晩婚化の現状

福井県のこども・子育てをめぐる現状

厚生労働省：人口動態統計国勢調査

平均初婚年齢の推移福井県の未婚率の推移
年齢
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福井県のこども・子育てをめぐる現状

L字カーブの現状および今後の対応

・福井県は、男女とも正規雇用の割合が高い一方で、女性は出産・育児期の２５歳～３０歳を境に非正規雇用となる傾向が、
全国同様存在している。（いわゆる、「Ｌ字カーブ」）
・人的資源の有効活用、女性活躍の推進の観点から、カーブの是正・解消が必要。
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福井県のこども・子育てをめぐる現状

育児休業取得率の推移
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【男性】育児休業取得率の推移 【女性】育児休業取得率の推移

〇福井県における男性の育児休業取得率は、過去最高（※）となる ３１.４％ （前年度比＋１１.１％)

※調査方法変更のため、単純比較できないことに留意が必要

（％） （％）

※全国の取得率は、例年７月末頃に公表予定
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〔出典：厚生労働省 福祉行政報告例（各年４月１日）〕

23,492 23,584 23,591 23,643 23,796 24,095 24,480 24,723 24,823 24,973 25,056 25,154 25,249 25,031 25,070 24,845 24,610 23,944 

46,179 
44,708 44,410 43,856 43,430 43,118 

41,607 41,432 40,895 40,292 39,620 
37,915 36,979 36,418 35,745 34,863 

33,236 32,281 31,202 

0人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

50,000人

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ R２ R３ R４ Ｒ５

◇年齢別 入所児童数・０～５歳人口の推移【保育】 入所児童数総数

３～５歳

【保育】

０～５歳

人口総数

23,435 入所児童数
総数

３～５歳

１・２歳

０歳

※保育所利用率：当該年齢の保育所等利用児童数
÷ 当該年齢の就学前児童数

※保育所等利用児童数：保育所、幼保連携型認定こども園
(2･3号)、地域型保育事業の利用児童数

両立を支える保育の充実

福井県のこども・子育てをめぐる現状

福井県 全 国

３歳未満児 ５７．８％ ４４．６％

０歳児 １３．１％ １７．０％

１・２歳児 ７８．５％ ５７．８％

３歳以上児 ９１．１％ ５９．５％

全年齢児計 ７５．１％ ５２．４％

◇年齢別の保育所等利用率（R5.4月）入所児童数年齢別内訳（人）

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

３～５歳
【保育】

16,389 16,404 16,273 15,999 15,783 15,797 15,920 16,002 16,050 16,024

１・２歳 6,481 6,486 6,610 6,886 7,255 7,483 7,742 7,889 7,912 8,135

０歳 622 694 708 758 758 815 818 832 861 814

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ R２ R３ R４ Ｒ５

３～５歳
【保育】

16,176 16,063 15,982 15,635 15,545 15,568 15,554 15,196 14,730

１・２歳 8,142 8,237 8,446 8,625 8,712 8,586 8,343 8,090 8,082

０歳 738 854 821 771 813 691 713 658 623
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放課後児童クラブ登録児童数の推移

福井県のこども・子育てをめぐる現状

○ 放課後児童クラブ（昼間保護者がいない児童に対し放課後に遊びや生活の場を提供）

１７８校区２５６カ所で実施（Ｒ５） ※県内小学校区１８４校区

○ 放課後子供教室（全ての小学生を対象に学習活動や文化活動などを提供）

１３９校区１３３カ所で実施（Ｒ５）

5,524 6,024 6,212 6,488 6,663 6,873 
7,548 8,007 

8,694 
9,998 

10,690 11,201 
11,979 11,543 11,250 11,476 11,123 

155 160 163 166 
174 177 179 179 178 178 181 181 179 179 178 178 178 180

190
204 208 213 217 221 225
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登録人数 実施校区数 か所数
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近年の放課後児童クラブの職員数（支援員、補助員）と職員１人当たりに対する登録児童数の推移（福井県）

福井県のこども・子育てをめぐる現状
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１
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登
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児
童
数
の
平
均
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（
人
）

放課後児童支援員および補助員（人） 放課後児童支援員および補助員１人当たりに対する登録児童数の平均数（人）

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

登録児童数（人） 9,998 10,690 11,201 11,979 11,543 11,250 11,476 11,123

放課後児童支援員および補助員（人） 1,339 1,252 1,262 1,409 1,390 1,348 1,354 1,504

放課後児童支援員および補助員１人当た
りに対する登録児童数の平均数（人）

7.5 8.5 8.9 8.5 8.3 8.3 8.5 7.4
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福井県のこども・子育てをめぐる現状

青少年（こども）を取り巻く状況

・子どもを犯罪被害から守るためには、地域住民等が一体となった取組みが重要であるが、地域の見守り活動者数は減少

・１８歳以下の人口は減少している中、子どもに対する声掛け事案は、依然として後を絶たない。

地域の見守り活動者数の推移
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18歳までの福井県の人口 声掛け事案件数
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65歳以上の県の人口

見守り活動者数（PTA,地域の高齢者など）
※声かけ事案とは、性犯罪等の前兆とみられる声掛け、つきまとい等をいう。

子どもの声掛け事案等件数の推移

出典：県民安全課調べ
出典：福井県警察本部

（人） （人）
（人） （件）
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福井県のこども・子育てをめぐる現状

県内の障がい者手帳所持者数の推移（１８歳未満）
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身体障がい 知的障がい 精神障がい

発達障がいのある人については、医療
機関等で診断を受けていない人も多く、
正確な数は把握できない。

保育所における発達障害などの気になる子の状況

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

気になる子の数（人） 2,983 2,786 2,950 2,780 2,546 2,535

全入所児童（人） 26,805 26,857 26,114 25,751 26,195 25,583

割合（％） 11.1 10.3 11.2 10.8 9.7 9.9

医療的ケア児に関する状況

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

医ケア児数（人）
県内 113 － － 118 － 115 115

全国 19,712 20,155 19,238 20,180 20,385 － －

受入れ可能事業所数 県内 27 28 30 31 44 50

レスパイト可能病院数 県内 4 4 6 6 7 10

（人）
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令和６年度事業 こども・子育て支援関連施策 新規拡充事業 

参考 
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上記他、動画広告配信による非行・被害少年立ち直り等支援事業を新規実施（生活安全部人身安全・少年課） 

 

※上記は一部抜粋です。 
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